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平成平成平成平成 17171717    年年年年    3333    月期月期月期月期            個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要           平成 17年 5 月 13 日 
上 場 会 社 名        東和メックス株式会社                        上場取引所 東 
コ ー ド 番 号         ６７７５                                    本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.towa-meccs.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 堀江 義光 

問合せ先責任者 役職名 経理部長     氏名 佐藤 武雄  ＴＥＬ (03)5684－2321 

決算取締役会開催日 平成 17年 5 月 13 日        中間配当制度の有無            無 

定時株主総会開催日 平成 17年 6 月 29 日        単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 

 

1．17 年 3月期の業績(平成 16年 4 月 1 日～平成 17年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                    表示金額は、百万円未満の端数を切捨てております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

6,489  △ 5.7 
6,885  △ 0.4 

33  △88.4 
     290  △37.5 

 △75   ― 
      41  △89.9 

 
 

当期純利益 1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
 

百万円   ％ 
 

円 銭 円 銭 ％ 
     

％ 
     

％ 
     17 年 3 月期 

16 年 3 月期 
△644  ― 
  1  △99.8 

 △11.23 
  0.02 

― 
― 

△13.4 
0.0 

△0.7 
0.4 

△1.2 
0.6 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期 57,346,539 株          16 年 3 月期 57,351,758 株 
    ②会計処理の方法の変更    有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     
 

 
円 銭 円 銭 

     
 円 銭 百万円 ％ 

      
％ 

      
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

0.00 
2.50 

― 
― 

0.00 
2.50 

― 
143 

― 
12,238.9 

 ― 
2.7 

  
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

 
百万円 

 
百万円 

 
％ 

         
円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

10,771 
11,276 

4,433 
5,213 

41.2 
46.2 

77.31 
90.91 

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3月期  57,344,526 株 16 年 3 月期   57,350,245 株 
     ②期末自己株式数     17 年 3月期    23,169 株 16 年 3 月期     17,450 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

3,300 
6,800 

50 
120 

30 
100 

――― 
――― 

――― 
0.00 

――― 
0.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 1 円 74 銭 

※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しております。実際

の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。上記予想に関する事項は、決

算短信（連結）の添付資料の 6ページをご参照ください。 
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財務諸表等 

財務諸表 

（1）貸借対照表 

 

  前事業年度 
（平成 16 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（平成 17 年 3 月 31 日） 

区分 注記 
番号 

金額 
（千円） 

構成比 
（％） 

金額 
(千円) 

構成比 
（％） 

（ 資 産 の 部 ）        

I 流動資産        

1. 現金及び預金   1,517,601   632,400  

2. 受取手形   317,380   424,136  

3. 売掛金   869,948   801,817  

4. 商品   593,733   830,577  

5. 製品   151,887   272,796  

6. 販売用不動産 ※1  88,078   63,078  

7. 原材料   108,782   148,394  

8. 前渡金 ※2  58,375   81,882  

9. 前払費用   49,087   31,876  

10. 短期貸付金 ※2  35,061   21,821  

11. 未収入金 ※2  66,364   43,486  

12. 繰延税金資産   99,179   -  

13. その他   16,515   38,297  

14. 貸倒引当金   △92,422   △68,478  

流 動 資 産 合 計    3,879,572 34.4  3,322,066 30.8 

II 固定資産        

1. 有形固定資産        

(1) 建物 ※1 2,496,851   2,444,573   

 減価償却累計額  964,437 1,532,413  1,007,100 1,437,472  

(2) 構築物  28,785   28,785   

 減価償却累計額  23,697 5,087  24,137 4,647  

(3) 機械及び装置  67,113   67,113   

 減価償却累計額  63,692 3,421  63,713 3,400  

(4) 車両及び運搬具  6,129   5,339   

 減価償却累計額  4,956 1,172  4,618 721  

(5) 工具器具及び備品  1,273,340   1,128,907   

 減価償却累計額  1,119,803 153,536  1,057,531 71,376  

(6) 土地 ※1  4,454,043   4,182,170  

有 形 固定資産合計   6,149,675 54.5  5,699,788 52.9 
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  前事業年度 
（平成 16 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（平成 17 年 3 月 31 日） 

区分 注記 
番号 

金額 
（千円） 

構成比 
（％） 

金額 
(千円) 

構成比 
（％） 

2. 無形固定資産       

(1) ソフトウェア  68,511   93,073  

(2) 特許出願権  276   237  

(3) 商標権  82   55  

(4) 電話加入権  4,862   4,862  

無 形 固定資産合計  73,732 0.7  98,229 0.9 

3. 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   246,867   202,448  

(2) 関係会社株式   223,638   491,519  

(3) 出資金   1,200   1,200  

(4) 関係会社出資金   217,015   470,728  

(5) 長期貸付金   50,400   48,320  

(6) 従業員長期貸付金   6,631   3,988  

(7) 関係会社長期貸付金   67,750   135,000  

(8) 長期前払費用   750   550  

(9) 差入保証金   118,220   120,002  

(10) 保険積立金   160,491   174,432  

(11) 繰延税金資産   70,000   -  

(12) その他   7,692   7,692  

(13) 貸倒引当金  △19,487   △19,657  

投資その他の資産合計  

 

 1,151,168 10.2  1,636,223 15.2 

固 定 資 産 合 計   7,374,576 65.4  7,434,241 69.0 

III 繰延資産        

1. 社債発行費   22,163   15,475  

繰 延 資 産 合 計   22,163 0.2  15,475 0.2 

資 産 合 計   11,276,312 100.0  10,771,783 100.0 
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  前事業年度 

（平成 16 年 3 月 31 日） 
当事業年度 

（平成 17 年 3 月 31 日） 

区分 注記 
番号 

金 額 
（千円） 

構成比 
（％） 

金 額 
(千円) 

構成比 
（％） 

（ 負 債 の 部 ）        

I 流動負債        

1. 支払手形   144,913   121,992  

2. 買掛金 ※2  361,765   475,250  

3. 一年以内に償還予定の社債   170,000   230,000  

4. 短期借入金 ※1  150,000   100,000  

5. 一年以内に返済予定の
長期借入金 ※1  507,200   637,200  

6. 未払費用 ※2  94,786   159,682  

7. 未払法人税等   5,140   5,140  

8. 前受金   38,197   63,546  

9. 預り金   3,891   3,440  

10. 賞与引当金   52,600   34,000  

11. 繰延税金負債   -   15,977  

12. その他   126,266   59,019  

流 動 負 債 合 計    1,654,760 14.7  1,905,250 17.7 

II 固定負債        

1. 社債   1,140,000   1,180,000  

2. 長期借入金 ※1  2,649,400   2,662,200  

3. 長期預り保証金   538,776   506,843  

4. 退職給付引当金   20,729   13,194  

5. 役員退職慰労引当金   58,997   71,226  

固 定 負 債 合 計    4,407,902 39.1  4,433,464 41.1 

負 債 合 計   6,062,663 53.8  6,338,715 58.8 

（ 資 本 の 部 ）        

I 資本金 ※3  2,868,384 25.4  2,868,384 26.7 

II 資本剰余金        

1. 資本準備金   718,000   718,000  

2. その他資本剰余金   582,850   582,850  

資 本 剰 余 金 合 計    1,300,850 11.5  1,300,850 12.1 

III 利益剰余金        

1. 任意積立金   400,000   400,000  

2. 当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△） 

  629,461   △158,115  

利 益 剰 余 金 合 計    1,029,461 9.1  241,884 2.2 

IV その他有価証券評価差額金   16,230 0.1  23,966 0.2 

V 自己株式 ※4  △1,279 △0.0  △2,018 △0.0 

資 本 合 計   5,213,648 46.2  4,433,068 41.2 

負 債 資 本 合 計   11,276,312 100.0  10,771,783 100.0 
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（2）損益計算書 

 
  前事業年度 

自 平成 15 年 4月  1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日 

当事業年度 
自 平成 16 年 4月  1 日 
至 平成 17 年 3月 31 日 

区分 注記 
番号 

金額 
（千円） 

百分比 
（％） 

金額 
（千円） 

百分比 
（％） 

I 売上高        

売上高   6,885,461 100.0  6,489,856 100.0 

II 売上原価        

1 .  商品製品期首棚卸高  873,536   833,699   

2 .  当期商品仕入高 ※1 4,432,041   4,643,206   

3 .  賃貸原価  198,814   195,215   

4 .  当期製品製造原価 ※4 512,407   478,553   

合計  6,016,799   6,150,675   

5 .  他勘定振替高 ※2 43,135   53,113   

6 .  商品製品期末棚卸高  833,699 5,139,964 74.6 1,166,432 4,931,128 76.0 

売上総利益   1,745,496 25.4  1,558,727 24.0 

III 販売費及び一般管理費        

1 .  販売促進費  83,499   115,373   

2 .  輸出諸掛・運賃荷造費  72,714   68,411   

3 .  広告宣伝費  37,624   37,883   

4 .  貸倒引当金繰入額  5,940   20,842   

5 .  給料・賞与手当  412,971   371,327   

6 .  賞与引当金繰入額  33,442   21,317   

7 .  役員退職慰労引当金繰入額  15,150   16,723   

8 .  法定福利費  62,288   59,889   

9 .  旅費交通費  61,513   71,977   

1 0 .  賃借料  30,521   34,335   

1 1 .  業務委託料  160,123   246,685   

1 2 .  研究開発費 ※2.4 140,382   105,731   

1 3 .  減価償却費  40,259   53,544   

1 4 .  その他  332,262 1,455,253 21.1 300,895 1,524,941 23.5 

営業利益   290,243 4.3  33,786 0.5 

IV 営業外収益        

1 .  受取利息  11,416   6,561   

2 .  受取手数料  -   7,717   

3 .  受取配当金  2,718   3,222   

4 .  為替差益  -   11,364   

5 .  その他  57,222 71,357 1.0 29,998 58,865 0.9 
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  前事業年度 

自 平成 15 年 4月  1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日 

当事業年度 
自 平成 16年 4月  1 日 
至 平成 17年 3月 31 日 

区分 注記 
番号 

金額 
（千円） 

百分比 
（％） 

金額 
（千円） 

百分比 
（％） 

V 営業外費用        

1 .  支払利息  90,401   69,736   

2 .  社債利息  6,904   16,569   

3 .  支払保証料  -   17,639   

4 .  売上割引  40,388   42,290   

5 .  為替差損  158,609   -   

6 .  社債発行費償却  13,487   16,887   

7 .  その他  10,596 320,388 4.7 4,624 167,748 2.6 

経常利益又は経常損失（△）   41,212 0.6  △75,096 △1.2 

VI 特別利益        

1 .  投資有価証券売却益  408   7,956   

2 .  固定資産売却益  - 408 0.0 4,742 12,699 0.2 

VII 特別損失        

1 .  固定資産売却損  680   -   

2 .  商品・製品除却損 ※2 23,090   18,226   

3 .  固定資産除却損 ※3 451   1,415   

4 .  販売用不動産評価損  -   24,999   

5 .  投資有価証券評価損  1,399   4,131   

6 .  減損損失 ※5 -   258,353   

7 .  早期退職金  -   60,266   

8 .  その他  11,027 36,649 0.6 29,270 396,663 6.1 
税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失（△）   4,971 0.0  △459,061 △7.1 

法人税、住民税及び事業税  3,800   5,140   

法人税等調整額  - 3,800 0.0 180,000 185,140 2.8 
当期純利益又は 
当期純損失（△）   1,171 0.0  △644,201 △9.9 

前期繰越利益   628,290   486,086  
当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△）   629,461   △158,115  
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（3）利益処分計算書 

 
 前事業年度 

自 平成 15年 4月  1 日 
至 平成 16年 3月 31 日 

当事業年度 
自 平成 16年 4月  1 日 
至 平成 17年 3月 31 日 

区分 金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

I 当期未処分利益  629,461  - 

II 利益処分額     

1 .  配当金 143,375  -  

2. 別途積立金 - 143,375 - - 

III 次期繰越利益  486,086  - 
     

 
（4）損失処理計算書 

 
 前事業年度 

自 平成 15年 4月  1 日 
至 平成 16年 3月 31 日 

当事業年度 
自 平成 16年 4月  1 日 
至 平成 17年 3月 31 日 

区分 金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

I 当期未処理損失  -  158,115 

II 損失処理額     

任意積立金取崩額 - - 200,000 200,000 

III 次期繰越利益  -  41,884 
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重要な会計方針 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

2. デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ   時価法 

 

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品・製 品   移動平均法による原価法 

原  材  料   移動平均法による原価法 

販売用不動産          個別法による原価法 

 

4. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産        定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物       ２～５０年 

工具器具及び備品   ２～５年 

無形固定資産        定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能

期間（3～5年）に基づく定額法を採用しております。 

長期前払費用        定額法 

 

5. 繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費  ３年間で毎期均等額を償却しております。 

 

6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

7. 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金        売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 
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賞 与 引 当 金        従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 

8. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

9. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

会計処理の変更 
固定資産の減損に係る会計基準 
「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損にかかる会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 6号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年 3 月 31 日に終了する事業年度から適

用できることになったことに伴い、当会計期間から同会計基準及び同適用指針を適用しております。

これにより税引前当期純損失が 258,355 千円増加しております。なお、減損損失累計額については、

建物、土地の金額から直接控除しております。 

 

表示方法の変更 

支払保証料は営業外費用の 10/100 を超えたため、区分掲記することとしました。なお、前事業年度は

営業外費用の「その他」に 10,046 千円含まれております。
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注記事項  

（貸借対照表関係）  

前事業年度 

平成 16 年 3 月 31 日 

当事業年度 

平成 17 年 3 月 31 日 

※1．担保に供している資産 ※1．担保に供している資産 

販売用不動産          88,078 千円 販売用不動産          63,078 千円

建 物       1,258,343 千円 建 物       1,211,853 千円

土 地         4,454,043 千円 土 地         4,181,242 千円

 計            5,800,465 千円  計            5,456,174 千円

上記は下記債務に対して担保に供しております。 上記は下記債務に対して担保に供しております。 
短 期 借 入 金           150,000 千円 短 期 借 入 金           100,000 千円
一年以内に返済予 
定の長期借入金          507,200 千円

一年以内に返済予 
定の長期借入金          637,200 千円

長 期 借 入 金        2,649,400 千円 長 期 借 入 金        2,662,200 千円

 計           3,306,600 千円  計           3,399,400 千円

※2.関係会社に対する主な資産・負債 ※2.関係会社に対する主な資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは次のとおりあります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは次のとおりあります。 

前 渡 金        54,189 千円 前 渡 金        81,882 千円 

短 期 貸 付 金        16,902 千円 短 期 貸 付 金        13,770 千円 

未 収 入 金        39,047 千円 未 収 入 金        13,160 千円 

買 掛 金        22,336 千円 買 掛 金        27,348 千円 

未 払 費 用          9,946 千円 未 払 費 用         20,809 千円 

※3．授権株数       普通株式    200,000,000 株 

発行済株式総数 普通株式      57,367,695 株 

※3．授権株数       普通株式    200,000,000 株 

発行済株式総数 普通株式      57,344,526 株 

※4. 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 17,450 

株であります。 

※4. 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 23,169

株であります。 
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（損益計算書関係）  

前事業年度 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 16 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 3 月 31 日 

※1.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります 

商品仕入高         1,065,095 千円 

※1.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります 

商品仕入高         1,099,280 千円 

※2.他勘定振替高の内訳 ※2.他勘定振替高の内訳 

工具器具及び備品          1,387 千円 工具器具及び備品          3,003 千円 

  商品・製品除却損         23,090 千円   商品・製品除却損         18,226 千円 

研究開発費・他          18,657 千円   販売用不動産評価損         24,999 千円 

計                       43,135 千円    研究開発費・他           6,884 千円 

 計                      53,113 千円 

※3．固定資産除却損の内訳 ※3．固定資産除却損の内訳 

工具器具及び備品             54 千円 工具器具及び備品           1,375 千円 

建物               266 千円 建物                39 千円 

機械装置              130 千円 計            1,415 千円 

計             451 千円  

※4. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※4. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

140,382 千円 105,731 千円 

※5. 減損損失 
 
 
 

－ 

※5. 減損損失 
当社は、賃貸用不動産及び遊休資産については個別に減損

損失の認識の判定をしております。この結果、地価の下落

をしている以下の建物、土地につき帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

なお回収可能価額の算定は、業者見積り等に基づく正味売

却価額によっております。 

減損価額（千円） 
場所 用途 

土地 建物 計 

賃貸ﾏﾝｼｮﾝ

（兵庫県） 
店舗 211,875 36,480 248,355 

遊 休 資 産

（三重県） 
遊休資産 9,997 － 9,997 
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（有価証券関係） 

前事業年度（自平成 15 年 4 月 1 日 至平成 16 年 3 月 31 日）及び当事業年度（自平成 16 年 4 月 1 日 至平成 17

年 3 月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(リース取引関係)  

前事業年度 

自平成 15 年 4 月 1 日 

至平成 16 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自平成 16 年 4 月 1 日 

至平成 17 年 3 月 31 日 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 
1．ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 
1．ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 

 

(注)取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過ﾘｰｽ料期末残高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

 

 取得価額相当額 
減価償却累計額 
相 当 額 

期末残高相当額 

 千円 千円 千円 

建物 5,598 4,571 1,026 

車両及び運搬具 3,374 2,741 632 

工具器具及び備品 82,028 48,762 33,266 

合計 91,001 56,076 34,925 

          

同  左 

 

 

 

 取得価額相当額 
減価償却累計額 
相 当 額 

期末残高相当額 

 千円 千円 千円 

工具器具及び備品 120,580 48,835 71,744 

ソフトウェア 13,122 1,531 11,591 

合計 133,703 50,366 83,336 

2．未経過リース料期末残高相当額 2．未経過リース料期末残高相当額 

１年内                  16,453 千円 １年内             36,391 千円 

１年超                  18,471 千円 １年超            46,945 千円 

合 計                  34,925 千円 合 計            83,336 千円 

(注)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額は、未経過ﾘｰｽ料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

同  左 

3．支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額  

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料           18,539 千円 

減価償却費相当額           18,539 千円 

3．支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額  

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料    27,618 千円 

減価償却費相当額    27,618 千円 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

 

4．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
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（税効果会計関係） 
1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 
繰延税金資産  
税務上の繰越欠損金 6,211,161 千円 

投資有価証券評価損 21,336 千円 

貸倒引当金超過額 35,254 千円 

役員退職慰労引当金 28,491 千円 

ゴルフ会員権評価損 34,616 千円 

販売用不動産評価損 47,088 千円 

減損損失 103,341 千円 

その他      33,305 千円 

繰延税金資産小計 6,514,592 千円 

評価性引当額   △ 6,514,592 千円 

繰延税金資産合計         0 千円 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額   △ 15,977 千円 

繰延税金負債合計    △ 15,977 千円 

繰延税金負債の純額       △ 15,977 千円 

 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
法定実効税率 ―％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 ―％ 

住民税均等割額 ―％ 

税効果を認識しなかった過年度一時差異等の利用 ―％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 1.1％ 
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役員の異動 
 
（1） 代表者の異動（平成 17年 6月 29日付予定） 
① 新任代表取締役社長候補  田 口 光 洋（現取締役（社長付）） 
② 現任代表取締役社長    堀 江 義 光（取締役相談役就任予定） 
（注）平成 17年 4月 11日に発表済であります。 

（2） その他の役員の異動（平成 17年 6月 29日付予定） 
① 新任取締役候補 
   該当事項はありません。 
② 退任予定取締役 

取 締 役  中 西 幸 彦（顧問に就任予定） 
取 締 役  渡 辺 久 高 

③ 新任監査役候補 
該当事項はありません。 

④ 退任予定監査役 
該当事項はありません。 

 
 
 

以 上 


